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はじめに

⻑期にわたる事業展開を⾒据え作成した「中期技術
開発計画」 ※1 （2013年） 、ならびに国内外の技術
開発状況や社会的要請などを踏まえ、現段階におい
て優先して取り組む必要がある技術開発を実施中。
特に、2014年－2015年度は、地層処分の技術的信
頼性の向上を最重要課題と位置付け 「第２次取り頼性の向上を最重要課題と位置付け、「第２次取り
まとめ 」※2 以降の最新の科学的知⾒や地層処分に関
する国際的な議論を反映して わが国における安全する国際的な議論を反映して、わが国における安全
な地層処分事業の実現性を⽰す「包括的技術報告書
（仮称）」の取りまとめに必要な技術開発や その（仮称）」の取りまとめに必要な技術開発や、その
取りまとめに向けた作業を重点的に実施。

P.1

※1） NUMO（2013）：「地層処分事業の技術開発計画 －概要調査段階および精密調査段階に向けた技術開発－」、NUMO-TR-13-02
※2） 核燃料サイクル開発機構（1999）：「わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性 －地層処分研究開発第２次取りまとめ－」



報告書取りまとめの目的

サイトが特定されていない条件のもと、最新の科学的知⾒や技術
開発成果に基づき、地層処分の安全性に著しい影響を与える可能
性 あ ⾃然現象を回避 た上 わが国 地質環境 特徴（断性のある⾃然現象を回避した上で、わが国の地質環境の特徴（断
層の存在等）を考慮しながら、処分場の設計と、安全性の評価を
試⾏し 安全な地層処分の実現性を体系的に⽰す試⾏し、安全な地層処分の実現性を体系的に⽰す。

サイトが特定されていない段階における、最新の知⾒を踏まえたサイトが特定されていない段階における、最新の知⾒を踏まえた
地層処分の技術的信頼性を提⽰する、事業者としての総合的な安
全性の説明書
⽂献調査以降、事業の進展に応じて、特定されたサイトを対象に
繰り返し実施する、地質環境の調査とモデル構築、処分場設計や
安全評価のひな型となる論理的な構造と具体的な⽅法を整備
⻑期にわたる処分事業を⽀える⼈材の育成や技術の継承、さらに
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⻑期 処分事業 ⽀ 材 育 技術 継承
は、国⺠・社会への情報発信、信頼や理解の醸成へ貢献

精密調査段階概要調査段階⽂献調査段階

サイト選定段階における実施事項

精密調査段階概要調査段階⽂献調査段階

⽂献の収集
（全国規模+個別地域）

地上からの調査
（物理探査、ボーリング調査等）

地上からの調査および地下
調査施設（坑道）での調査

地質環境特性の
推定

地質環境特性の
把握

地質環境特性の
詳細把握

⾃然現象の
著しい影響の

⾃然現象の
著しい影響の

⾃然現象の
著しい影響の

• 概略の広域スケール地

地質環境の
調査・評価 • 広域スケール地質環境

モデルの改良
• 広域・処分場スケール
地質環境モデルの改良

詳細把握
回避等 回避等 回避の確認

概略の広域スケ ル地
質環境モデルの構築

モデルの改良
• 処分場スケール地質環
境モデルの構築

地質環境モデルの改良
• 更に⼩さなスケールの
地質環境モデルの構築

⼈⼯バリア
仕様の例⽰

処分施設概
念の例⽰

⼯学的対策の
検討

⼈⼯バリア
の概念設計

処分施設の
概念設計

⼈⼯バリア
の基本設計

処分施設の
基本設計

上記を踏まえた概略的な
安全評価等

安全性（埋設
後⻑期、建設
時・操業時）
の評価

上記を踏まえた
安全評価等

上記を踏まえた
安全評価等
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概要調査地区の選定
概要調査の計画

精密調査地区の選定
精密調査の計画

処分施設建設地の選定



報告書作成の方針（記述内容）（1/2）

わが国の全国規模での地質環境に関する最新の⽂献情報や、深
地層の研究施設などで得られた知⾒などに基づき、わが国の地
下深部における地質環境の現実的な特徴（断層の存在等）を考下深部における地質環境の現実的な特徴（断層の存在等）を考
慮して、地質環境のモデルを数種類作成

数種類 地質 境 デ 対 新 知⾒ 技術これら数種類の地質環境のモデルに対して、最新の知⾒や技術
を⽤いて、処分場の設計を実施。また、多様な地質環境に対応
できる設計オプション 安全性を最優先しつつ経済合理性等もできる設計オプション、安全性を最優先しつつ経済合理性等も
考慮した⼈⼯バリアの設計仕様の⽅向性を提⽰

建設 操業 技術的実現性 回収可能性を⽀える技術を提⽰建設・操業の技術的実現性、回収可能性を⽀える技術を提⽰

操業期間中の安全確保について提⽰
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報告書作成の方針（記述内容）（2/2）

デ提⽰された地質環境、処分場設計を反映して、現実的なデータ
ベース・解析ツールを整備し、様々な不確実性を適切に取り扱え
るよう シナリオの区分などにリスク論的な考え⽅を導⼊してるよう、シナリオの区分などにリスク論的な考え⽅を導⼊して、
閉鎖後⻑期の安全性を評価

なお 安全性の評価は 現段階で 安全規制が未整備であるなお、安全性の評価は、現段階で、安全規制が未整備である
ため、国内類似施設に適⽤される規制基準や国際的な動向を
踏まえて、安全評価の基準等を仮設定踏まえて、安全評価の基準等を仮設定

⻑期の事業を⾒据えた技術開発や技術継承、⼈材育成など、安全
な処分場の構築を⽀える品質マネジメントや知識マネジメント等な処分場の構築を⽀える品質マネジメントや知識マネジメント等
の取り組みについて記述
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報告書作成の方針（構造１）

地層処分を初めて
知る方々

他分野の専門家地層処分の専門家

広報支援素材

知る方々

本編 「地層処分の現状と展望（仮称）」

地層処分に関心をお持ちの方

広報支援素材
(パワーポイント資料など）

地層処分の原理
と選択の経緯

200～300ページ程度包括的
技術報告書

地層処分の現状と展望（仮称）」
(地層処分の基本的考え方を丁寧に

記した簡潔な読み物)

なぜ放射性廃棄物の処分が必要 と選択の経緯

処分に適した地質
環境の存在

地震に対する安

付属書
本編を支える個別項目の

詳細な論述

なぜ放射性廃棄物の処分が必要
なのか

なぜ地層処分が選択されたのか

火山や地震が多いわが国でも地
層処分ができるのか 震 対す 安

全性

操業期間中の安
全性

回収可能性

証拠・論拠となる技術開発成果の個別レポート

技術開発項目の単位で取りまとめ
学術雑誌など

長期の安全性をどのように確認
するのか

万一の事態が起こったらどうする
のか

回収可能性NUMO-TR, JAEA-Research，学術雑誌など
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報告書作成の方針（構造２）

「最新の知⾒を踏まえて安全な地層処分の 処分システム開発の所与の段階でのセーフティ「最新の知⾒を踏まえて安全な地層処分の
実現性を体系的に⽰す」という報告書の⽬
的達成には、安全評価結果に加え、関連情
報も体系的に提⽰し その結果を論理的に 安全戦略

処分システム開発の所与の段階でのセ フティ
ケースの⽬的と背景

報も体系的に提⽰し、その結果を論理的に
説明できるものとすることが重要。
このため、安全性を論理的に説明する⼿法

管理戦略 ⽴地及び
設計戦略

安全評価
戦略

安全戦略

として国際的に整備が進められ、その有⽤
性が認知されている、セーフティケースの
概念を参考に、先の記述内容を取りまとめ システム概念 科学技術 ⼿法、モデル、

評価基盤
概念を参考 、先 記述内容を取りまとめ
ることとした。

システム概念
-処分場のサイ

トと設計
科学技術

情報と理解
⼿法
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｺｰﾄﾞ

およびﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

セーフティケースとは、処分場が安全であるということ
を 可能な限りの証拠・論拠ならびに論述等を体系化し

安全評価、証拠および論証
• 不確実性の影響分析を含む安全評価
• サイトと処分場設計の固有品質
• ナチュラルアナログ
• 品質保証の論拠

を、可能な限りの証拠 論拠ならびに論述等を体系化し、
様々な側⾯から議論を積み上げて総合的に主張すること
で、その技術的な信頼性をステークホルダーと共有する
という概念。

お セ ケ 地層処分 ⻑期的 安全性 • 品質保証の論拠
• 不確実性と未解決問題への取り組み戦略の妥当性
• 追加の証拠と論証

なお、セーフティケースは、地層処分の⻑期的な安全性
に対する信頼を恒常的に⾼め、確かなものとしていくた
めに、事業期間を通じ、その各節⽬において、その時点
の最新の科学的知⾒を反映して繰り返し更新する。
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⽬的と背景に対応した主要な知⾒と信頼性に関する
記述

セーフティケースへの統合

右図：セーフティケースの異なる要素間の関係の概要
(OECD/NEA、2013の図2.1を仮訳)



セーフティケース概念と包括的技術報告書との対応関係

セ フティケ ス概念 包括的技術報告書の構成

⽬的と内容

セーフティケース概念 包括的技術報告書の構成

わが国の地層処分事業を取りまく状況、国際的
な議論を整理した上で、本書の取りまとめの⽬⽬的と内容

安全戦略設定の前提条件、マネジメント戦略、

な議論を整理した上で、本書の取りまとめの⽬
的と進め⽅ など

安全戦略 サイト選定と設計戦略、安全評価戦略など

適切なサイト選定、処分場の設計、処分場の建
評価基盤

構築する地層処分システムについて 閉鎖前お

設・操業・閉鎖のそれぞれについて、現時点に
おける最新知⾒を踏まえた技術基盤

安全評価、証拠
および論証

構築する地層処分システムについて、閉鎖前お
よび閉鎖後の安全性の⾒通しを、その結果だけ
でなく、多⾯的な証拠や論拠に基づいて論証

統合
以上の内容を踏まえ、わが国の地層処分の技術
的信頼性の向上の観点から全体を総括
処分システムの更なる信頼性向上や効率化・合
理化および適正化の観点で 引き続き取り組む
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理化および適正化の観点で、引き続き取り組む
べき課題と取り組みの⽅向性を整理

品質マネジメント

処分事業の調査から 建設 操業等に⾄る技術業務の品質を確保するため処分事業の調査から、建設、操業等に⾄る技術業務の品質を確保するため、
ISO 9001に準拠した品質マネジメントシステムを構築している。サイトが
特定されていない現段階は、技術開発成果の品質の確保に重点を置き、適宜

各分野の専⾨家の助⾔を得ながら技術開発を進めている、各分野の専⾨家の助⾔を得ながら技術開発を進めている。

NUMO（報告書取りまとめ）報告書作成にあたっても、その品質確保
の観点で 以下の取り組みを実施

タスクフォース
（最新知⾒や意⾒の集約等）

有
識
者

の観点で、以下の取り組みを実施。
⼀定の品質が担保された⽂献情報や解析コー
ドを活⽤する。（例えば、国内外で実績が豊
富な解析プログラムの使⽤ 解析結果の他プ

統括
レ
ビ
ュ
ー
等

富な解析プログラムの使⽤、解析結果の他プ
ログラムによるクロスチェック）
個別分野の最新の科学的知⾒や報告書に関す
る意⾒等を適切かつ効率的に取り込み 技術

地
質
環
境

⼯
学
技
術

安
全
評
価

等る意⾒等を適切かつ効率的に取り込み、技術
的品質を確保するために、基盤研究開発機関
等の専⾨家の参画を得て「タスクフォース」
を設置し、定期的に作業会を開催
また、報告書の企画の段階から、国内外の幅
広い専⾨家から意⾒を聴取し、報告書の⽬的
や趣旨、作成⽅針、盛り込むべき内容の妥当
性などを確認しつつ取りまとめ作業を実施
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基盤研究開発機関等
（原⼦⼒機構、産総研、放医研、原環セ
ンター、電中研、⽇本原燃、原燃輸送）

性などを確認しつつ取りまとめ作業を実施



知識マネジメント

報告書作成を通じて網羅的かつ体系的に蓄積された情報や知識を
電⼦情報化し、Webシステム化。電⼦情報化し、 ebシステム化。
これにより、技術の継承や⼈材の育成、情報発信等を促進できる
環境を整備する。

Webシステム化により、報告書のコンテンツに対するアクセスを効率化。
また、付属書や参考⽂献などの論拠を⽰した資料に対する追跡性を向上。
今後も継続して蓄積される技術開発成果などに基づいて、コンテンツを定
期的に更新することにより、セーフティケースの段階的・継続的な作成を期的に更新することにより、セ フティケ スの段階的 継続的な作成を
⽀援。
Webシステムを外部に公開し、コンテンツに対するアクセス統計分析など
を通じ 計画的な情報発信等への活⽤を通じ、計画的な情報発信等への活⽤。
Webシステムを活⽤したe-learningなど、⼈材の育成、技術継承に活⽤。
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おわりに

安全な地層処分事業の実現を確保するため 「中期技術開発計画」を安全な地層処分事業の実現を確保するため、「中期技術開発計画」を
基本としつつ、情勢変化等にも柔軟に対応して、優先的に取り組む必
要のある技術開発を、安全性を最優先にしながら経済性・効率性にも
重点を置き、計画的に実施している。
また、これら技術開発成果や既往の成果・知⾒を反映して、今後の技
術開発 事業展開 資す も と 「包括的技術報告書 取りま術開発・事業展開に資するものとして「包括的技術報告書」の取りま
とめ作業を実施中。
「包括的技術報告書」の取りまとめにあたり 報告書の⽬的 作成⽅「包括的技術報告書」の取りまとめにあたり、報告書の⽬的、作成⽅
針、盛り込むべき内容、⼿法やアプローチなどについて、国内外の幅
広い有識者に意⾒を聴取し、その妥当性を確認しながら、取りまとめ
作業を推進した。
2014年度は、⾼レベル放射性廃棄物を中⼼に検討を実施し、今後の
検討の⼟台となる 論理構造を組み⽴てた 2015年度は 引き続き検討の⼟台となる、論理構造を組み⽴てた。2015年度は、引き続き
⾼レベル廃棄物の検討を深めると共に、TRU廃棄物の検討にも着⼿。
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本⽇の報告会では、これまでの検討成果を中⼼にご報告する。


